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一般会計 89億3,255万円　　 前年度比　10億 9,822 万円　14.0%増

　補助費等は、ごみ焼却施設長寿命化事業に伴う負担金、肉
用牛繁殖センター建設に伴う補助金の増により、4億 9,291
万円増の 20 億 8,540 万円です。普通建設事業費は、南方
幼稚園の増改築、野田・前野線道路整備などにより2億9,398
万円増の 8億 7,707 万円です。その他に、新設したすこや
か子ども基金への積立金 1億円を含んでいます。

町民 1人あたりの予算のつかいみち

特別会計・企業会計予算

重点プロジェクト
1 若者が暮らしたいまちを創る
～特に若者の雇用の場の確保や定住環境の
向上への取り組みとして～
▶企業立地促進奨励事業費補助金　3,000 万円
▶住宅建設資金金利負担軽減補助金　2,055万円
▶拡若年者移住定住促進家賃補助金　495万円
▶新定住促進住宅取得支援交付金　300万円

▶新移住支援事業費補助金         300万円

2 女性にとって魅力的なまちを創る
～特に子育て中の働く女性への支援策とし
て～
▶子ども医療費給付費　　　  5,411 万円
▶子育て支援対策事業　　　　  543 万円
▶待機児童支援事業　　　　　  445 万円
▶感染症予防事業（子育て支援分）　79万円
▶新子育て支援活動補助金　　　  60万円

3 活力と特色のある地域を創る
～特に人口減少の中で地域づくりを進める
ための支援策として～
▶地域支援事業　　　　　　   1,309万円
▶横道・谷地地区宅地開発指導事業　1,143万円
▶六原駅周辺まちづくり計画検討業務 　1,031万円

▶新地域公共交通網形成計画策定事業　1,030万円
▶新生涯教育の町宣言40周年記念事業　780万円
▶スポーツ合宿誘致促進事業　   100万円
新　新規事業　　拡　拡充事業　

■特別会計　　　　　　　　　　　 34億 2,743万円
国民健康保険 13億 9,037 万円

前年度比

2.2%減
訪問介護ステーション事業 2,095 万円 0.04%増
介護保険事業 15億 2,262 万円 1.0%増
介護サービス事業 407万円 14.8%増
診療施設（医科） 3億 1,009 万円 20.9%増
診療施設（歯科） 4,466 万円 11.3%増
後期高齢者医療 1億 3,467 万円 0.7%増

■企業会計　　　　　　　　　　  11億 2,038万円※
水道事業 3億 3,759 万円

前年度比
3.5%減

下水道事業 7億 8,279 万円 1.9%減

借入の返済に福祉・保健・
医療に

道路や公園の
整備に

役場の運営や地
域づくりなどに

ごみの処理な
どに

教育やスポー
ツ振興に

133,849 円

78,717 円 72,409 円 71,244 円 68,909 円
59,604 円

町内に住宅を取得
する際の事務手続
き経費や引越費用
を補助します。

子育て支援団体
の設立や活動を
補助します。

魅力あるまちづ
くりのため調
査・計画等の業
務を行います。

歳出

補助費等  23.4％
20億 8,540 万円
（31.0％）

人件費  15.6％
13億 9,489 万円
（5.5％）

物件費  15.3％
13億 6,623 万円
（8.7％）

扶助費  14.6％
13億 625万円
（5.3％）

公債費  10.4％
9億 2,797 万円
（▲6.9％）

普通建設事業費  9.8％
8億 7,707 万円
（50.4％）

操出金  5.7％
5億 1,086 万円
（10.7％）

維持補修費  3.6％
3億 1,701 万円
（▲ 1.8％）

その他  1.6％
1億 4,687 万円
（855.3％）

※収益的支出の額
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平成 31年度

予 算
1 年間の収入・支出は？

一般会計 89億3,255万円　　 前年度比　10億 9,822 万円　14.0%増※前年度肉付け後予算と比較しています。

　地方交付税は胆江地区衛生センターごみ焼却施設長寿命化
に伴う震災復興特別交付税の増により、2億 7,369 万円増
の 19億 5,494 万円です。
　町債は、南方幼稚園増改築工事、法面対策工事などにより、
2億 6,752 万円増の 7億 6,332 万円です。

町民 1人あたりの予算のつかいみち

財源不足に対応するため基金を活用
　財源不足に対応するため財政調整基金、いわゆる貯金を取
り崩すことにより予算を成り立たせています。平成 31年度
予算では 6億 9,387 万円を取り崩しており、取り崩し後の
基金残高は 14億 6,107 万円となります。

借入の返済に 農業の発展に 消防・防災に 議会の運営に 商工業や観光
振興などに その他

59,604 円
49,396 円

24,927 円

6,338 円 6,420 円 1,926 円

町民 1人あたりに
使われる予算額  57万3,740円
※歳出総額を平成 31年 3月 31日現在の人口（15,569 人）で割ったもの

財政調整基金残高と取り崩し額の推移

町税  31.4％　
28億 307万円
（0.2％）

繰入金  10.5％
9億 3,885 万円
（25.5％）

諸収入ほか  2.8％
2億 5,380 万円
（▲ 13.7％）

地方交付税  21.9％
19億 5,494 万円
（16.3％）

国庫支出金  9.6％
8億 5,806 万円
（18.8％）

県支出金  9.2％
8億 1,792 万円
（34.5％）

町債  8.6％
7億 6,332 万円
（54.0％）

地方消費税交付金ほか  6.0％
5億 4,260 万円
（3.0％）

自主財源
44.7％

依存財源
55.3％

歳入

※（  ）内は前年度肉付け後予算との比較

（億円）


